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1 はじめに

地方公共団体で作成していた貸借対照表などの財務書類については、「総

務省方式改訂モデル」などいくつかの方式がありました。

このような中、総務省は、地方公共団体間の比較可能性の確保の観点など

から、全ての地方公共団体を対象とした統一的な基準による財務書類作成の

要請を行うため、平成 27 年 1 月に大臣通知「統一的な基準による地方公会

計の整備促進について」を示しました。

これを受け、特別地方公共団体である当木曽広域連合でも統一的な基準に

よる財務書類を作成することとしました。

2 財務書類 4 表について

(1) 貸借対照表 略称：BS（Balance Sheet）

貸借対照表は、基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残

高及び内訳）を表示したものです。

(2) 行政コスト計算書 略称：PL（Profit and Loss statement）

行政コスト計算書は、一会計期間中の費用・収益の取引高を表示したも

のです。

(3) 純資産変動計算書 略称：NW（Net Worth statement）

純資産変動計算書は、一会計期間中の総資産（及びその内部構成）の変

動を表示したものです。

(4) 資金収支計算書 略称：CF（Cash Flow statement）

資金収支計算書は、一会計期間中の現金の受払いを 3 つの区分（業務活

動、投資活動、財務活動）で表示したものです。
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3 財務書類の対象会計範囲

各財務書類と対象会計の範囲は以下のとおりとなります。

財務書類区分 対象団体 会計等

一般会計等 自団体（木曽広域連合） 一般会計

全体 介護保険特別会計

連結 関係団体 長野県市町村総合事務組合

一般会計等財務書類：木曽広域連合の一般会計を対象

全体財務書類：木曽広域連合の一般会計と介護保険特別会計を対象

連結財務書類：木曽広域連合全体の会計に加え、関係団体分も対象

4 作成基準日

平成 29 年度を対象年度とし、平成 30 年 3 月 31 日を作成基準日としてい

ます。

なお、一般会計及び介護保険特別会計における出納整理期間（平成 30 年 4

月 1 日から平成 30 年 5 月 31 日まで）の収支は、作成基準日までに終了した

ものとして処理しています。



（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金 純資産合計 4,999,646,946

資産合計 負債及び純資産合計 6,940,385,0196,940,385,019

51,547,067
2,320,973

1,604,310,410

53,868,040

1,604,310,410

1,606,207,483
249,741
249,741

1,647,332

316,909
316,908

1

1,135,142,037
△ 829,183,832

1,151,682,350
△ 795,634,025

9,569,079,485
848,734,791 △ 4,569,432,539
492,686,466

負債合計 1,940,738,073

57,052,287

△ 912,701,449

6,717,095,564
△ 2,765,909,329 161,481,257

1,075,710,000 104,428,970

4,125,299,591
11,104,805 1,083,174,902

6,886,516,979 1,779,256,816
5,279,992,587 696,081,914

【様式第１号】

一般会計貸借対照表
（平成30年 3月31日現在）

科目 金額 科目 金額
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（単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト △ 1,997,913,958

1,302,091,853

90,828,947

256,660,171

1,275,801,066

10,740,409

8,315,125

2,425,284

113,496,203

103,022,167

4,694,936

4,860,000

919,100

1,910,886,000

635,084,934

△ 1,997,913,958

【様式第２号】

一般会計行政コスト計算書
自 平成29年 4月 1日
至 平成30年 3月 31日

科目 金額

7,665,050

3,908,799,958

3,795,303,755

2,127,317,325

955,470,540

57,052,287

1,083,174,902

31,619,596

1,657,246,021
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(単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 4,982,207,386 △ 1,859,736,124

純行政コスト（△） △ 1,997,913,958

財源 1,915,411,126

税収等 1,910,139,895

国県等補助金 5,271,231

本年度差額 △ 82,502,832

固定資産等の変動（内部変動） 4,545,886,583 △ 2,627,193,583

有形固定資産等の増加 4,889,151,008 △ 2,970,458,008

有形固定資産等の減少 △ 256,660,171 256,660,171

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少 △ 86,604,254 86,604,254

資産評価差額

無償所管換等 40,985,516

その他

本年度純資産変動額 4,586,872,099 △ 2,709,696,415

本年度末純資産残高 9,569,079,485 △ 4,569,432,539

40,985,516

1,877,175,684

4,999,646,946

△ 82,502,832

【様式第３号】

一般会計純資産変動計算書
自 平成29年 4月 1日

至 平成30年 3月 31日

科目 合計

3,122,471,262

△ 1,997,913,958

1,915,411,126

1,910,139,895

5,271,231
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（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高
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前年度末資金残高 71,260,645
本年度末資金残高 51,547,067

99,179,288

106,412,000

106,412,000

本年度資金収支額 △ 19,713,578

25,780
1,584,245,444

2,502,048,271
1,906,214,926

5,271,231
484,614,245
105,947,869

919,100

2,495,560,089
2,382,063,886
1,044,851,627
1,328,818,612

8,315,125
78,522

113,496,203
103,022,167
4,694,936
4,860,000

【様式第４号】

一般会計資金収支計算書
自 平成29年 4月 1日

至 平成30年 3月 31日

科目 金額

51,547,067

6,488,182

△ 33,434,472

7,232,712

1,921,554,008
2,110,362,696

99,179,288

188,808,688

2,076,928,224
492,657,000



（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

306,560,039 41,856,601
508,858

【様式第１号】

介護保険特別会計貸借対照表
（平成30年 3月31日現在）

科目 金額 科目 金額

123,379,312

41,856,601

2,768,584

120,610,728

290,338,246
1,906,661

負債合計 165,235,913

41,219,952
△ 40,711,094

297,952,234

306,051,181

8,098,947

146,288,466
4,632,315

297,952,234

150,920,781

純資産合計 292,244,907

資産合計 負債及び純資産合計 457,480,820457,480,820
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（単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

△ 3,944,404,236

【様式第２号】

介護保険特別会計行政コスト計算書
自 平成29年 4月 1日
至 平成30年 3月 31日

科目 金額

4,078,945,565

257,255,518

93,014,657

42,395,472

2,768,584

41,856,601

5,994,000

60,611,395

60,478,300

133,095

134,481,729

103,629,466

103,629,466

3,821,690,047

3,701,079,319

120,610,728

134,541,329

59,600

△ 3,944,404,236
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(単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 222,330,328 9,707,030

純行政コスト（△） △ 3,944,404,236

財源 3,964,321,812

税収等 2,407,458,764

国県等補助金 1,556,863,048

本年度差額 19,917,576

固定資産等の変動（内部変動） 27,717,945 △ 27,717,945

有形固定資産等の増加 27,851,040 △ 27,851,040

有形固定資産等の減少 △ 133,095 133,095

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等 40,289,973

その他

本年度純資産変動額 68,007,918 △ 7,800,369

本年度末純資産残高 290,338,246 1,906,661

19,917,576

【様式第３号】

介護保険特別会計純資産変動計算書
自 平成29年 4月 1日

至 平成30年 3月 31日

科目 合計

232,037,358

△ 3,944,404,236

3,964,321,812

2,407,458,764

1,556,863,048

40,289,973

60,207,549

292,244,907
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（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高
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146,288,466

【様式第４号】

介護保険特別会計資金収支計算書
自 平成29年 4月 1日

至 平成30年 3月 31日

科目 金額

3,903,354,293
202,274,974
50,862,027
60,478,300

90,934,647
3,701,079,319
3,701,079,319

3,922,903,476
2,358,905,676
1,556,863,048

59,600
7,075,152

35,973,886

19,549,183

35,973,886

35,973,886

35,973,886
0

前年度末資金残高 126,739,283
本年度末資金残高 146,288,466

本年度資金収支額 19,549,183
0



（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地 他団体出資等分
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

繰延資産

7,193,077,018 1,821,113,417
5,280,501,445 696,081,914

【様式第１号】

全体貸借対照表
（平成30年 3月31日現在）

科目 金額 科目 金額

6,717,095,564
△ 2,765,909,329 284,860,569

1,075,710,000 104,428,970

4,125,299,591
11,104,805 1,125,031,503

59,820,871

△ 912,701,449 120,610,728

9,859,417,731
848,734,791 △ 4,567,525,878
492,686,466

負債合計 2,105,973,986

1,151,682,350
△ 795,634,025

316,909
316,908

1

1,176,361,989
△ 869,894,926

1,902,262,644

1,912,258,664
249,741
249,741

9,746,279

197,835,533
6,953,288

1,902,262,644

204,788,821

純資産合計 5,291,891,853

資産合計 負債及び純資産合計 7,397,865,8397,397,865,839

11



（単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

△ 5,942,318,194

【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自 平成29年 4月 1日
至 平成30年 3月 31日

科目 金額

7,665,050

7,987,745,523

4,052,559,273

2,220,331,982

997,866,012

59,820,871

1,125,031,503

37,613,596

1,717,857,416

1,362,570,153

90,828,947

256,793,266

1,410,282,795

114,369,875

8,315,125

106,054,750

3,935,186,250

3,804,101,486

4,694,936

121,529,828

2,045,427,329

635,144,534

4,860,000

△ 5,942,318,194

12



(単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 5,204,537,714 △ 1,850,029,094

純行政コスト（△） △ 5,942,318,194

財源 5,879,732,938

税収等 4,317,598,659

国県等補助金 1,562,134,279

本年度差額 △ 62,585,256 0

固定資産等の変動（内部変動） 4,573,604,528 △ 2,654,911,528

有形固定資産等の増加 4,917,002,048 △ 2,998,309,048

有形固定資産等の減少 △ 256,793,266 256,793,266

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少 △ 86,604,254 86,604,254

資産評価差額

無償所管換等 81,275,489

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

その他

本年度純資産変動額 4,654,880,017 △ 2,717,496,784 0

本年度末純資産残高 9,859,417,731 △ 4,567,525,878 0

全体純資産変動計算書
自 平成29年 4月 1日

至 平成30年 3月 31日

【様式第３号】

△ 62,585,256

科目 合計

3,354,508,620

△ 5,942,318,194

5,879,732,938

4,317,598,659

1,562,134,279

81,275,489

1,937,383,233

5,291,891,853

13



（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰越支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

14

197,835,533

26,037,365

△ 33,434,472

7,232,712

1,921,554,008
2,146,336,582

99,179,288

224,782,574

2,112,902,110
492,657,000

【様式第４号】

全体資金収支計算書
自 平成29年 4月 1日

至 平成30年 3月 31日

科目 金額

919,100

6,398,914,382
2,584,338,860
1,095,713,654
1,389,296,912

8,315,125
91,013,169

3,814,575,522
3,804,101,486

4,694,936
4,860,000

6,424,951,747
4,265,120,602
1,562,134,279
484,673,845
113,023,021

25,780
1,620,219,330

前年度末資金残高 197,999,928
本年度末資金残高 197,835,533

99,179,288

106,412,000

106,412,000

本年度資金収支額 △ 164,395



（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債等
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地 他団体出資等分
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他
徴収不能引当金

繰延資産

7,326,583,193 1,941,600,722
5,280,501,445 696,081,914

【様式第１号】

連結貸借対照表
（平成30年 3月31日現在）

科目 金額 科目 金額

6,717,095,564
△ 2,765,909,329 285,060,276

1,075,710,000 104,428,970

4,125,299,591
11,104,805 1,245,518,808

59,936,394
84,184

△ 912,701,449 120,610,728

9,992,923,906
848,734,791 △ 4,678,574,785
492,686,466

負債合計 2,226,660,998

1,151,682,350
△ 795,634,025

316,909
316,908

1

1,176,361,989
△ 869,894,926

1,908,820,741

2,045,764,839
127,153,545

249,741

126,903,804
9,746,279

207,473,638
6,953,288

1,908,820,741
44,274

214,426,926

純資産合計 5,314,349,121

資産合計 負債及び純資産合計 7,541,010,1197,541,010,119

15



（単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自 平成29年 4月 1日
至 平成30年 3月 31日

科目 金額

7,665,884

8,069,713,574

4,134,208,309

2,301,739,854

999,222,605

59,936,394

1,204,957,570

37,623,285

1,718,059,978

1,362,771,881

90,828,947

256,793,266

114,408,477

8,315,125

106,093,352

3,935,505,265

3,804,417,293

4,694,936

121,533,036

2,045,947,095

635,144,534

1,410,802,561

△ 6,023,766,479

4,860,000

△ 6,023,766,479

16



(単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分（不足分） 他団体出資等分

前年度末純資産残高 5,331,571,151 △ 1,954,497,749

純行政コスト（△） △ 6,023,766,479

財源 5,961,073,710 0

税収等 4,398,939,431

国県等補助金 1,562,134,279

本年度差額 △ 62,692,770 0

固定資産等の変動（内部変動） 4,580,077,266 △ 2,661,384,266

有形固定資産等の増加 4,917,002,048 △ 2,998,309,048

有形固定資産等の減少 △ 256,793,266 256,793,266

貸付金・基金等の増加 9,987,605 △ 9,987,605

貸付金・基金等の減少 △ 90,119,121 90,119,121

資産評価差額

無償所管換等 81,275,489

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

その他

本年度純資産変動額 4,661,352,755 △ 2,724,077,036 0

本年度末純資産残高 9,992,923,906 △ 4,678,574,785 0

81,275,489

1,937,275,719

5,314,349,121

3,377,073,402

△ 6,023,766,479

5,961,073,710

4,398,939,431

1,562,134,279

△ 62,692,770

【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自 平成29年 4月 1日

至 平成30年 3月 31日

科目 合計

17



（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

18

【様式第４号】

連結資金収支計算書
自 平成29年 4月 1日

至 平成30年 3月 31日

科目 金額

74,224,212

6,474,390,054
2,586,193,613
1,097,186,347
1,389,499,475

8,315,125
91,192,666

3,888,196,441
3,804,417,293

4,694,936
4,860,000

1,921,554,008

6,506,953,681
4,346,602,769
1,562,134,279
484,673,845
113,542,788

2,156,324,187

32,563,627

本年度資金収支額 △ 114,169
7,232,712

99,179,288

234,770,179

2,116,413,679
492,657,000
3,511,569

25,780
1,620,219,330
△ 39,910,508

99,179,288

106,412,000

106,412,000

207,473,638

前年度末資金残高 207,503,610
本年度末資金残高 207,389,441

61,534
22,663
84,197


